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水道法改正と
PPP/PFI推進施策の問題点PPP/PFI推進施策の問題点

新宿区議会議員・弁護士

三雲 崇正



１.水道法改正の背景－水道事業の現状と改革の必要性
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１.水道法改正の背景－水道事業の現状と改革の必要性

（１）水道事業の現状（厚労省の説明）

• 人口減少に伴う水需要の減少

（約40年後に人口が3割減少、水道料金収入の基礎となる
水需要も4割減少）水需要も4割減少）

• 水道施設の老朽化等

（すべての管路更新には130年以上かかる想定。耐震適合（すべての管路更新には130年以上かかる想定。耐震適合
化率は37.2%にとどまり、大規模災害時に断水リスク）

• 職員数の減少• 職員数の減少

（職員数は30年前から3割減。特に中小の水道事業体で深
刻）刻）

• 必要な水道料金原価の見積もり不足のおそれ

（約3割の水道事業体で給水原価が供給単価を上回る。）



•

3

• 人口減少社会の水道事業（厚労省資料より）



•
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• 水道施設の老朽化（厚労省資料より）



• 大規模災害時の断水リスク（厚労省資料より）
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• 大規模災害時の断水リスク（厚労省資料より）



• 職員数の減少（厚労省資料より）
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• 職員数の減少（厚労省資料より）



• 必要な水道料金原価の見積もり不足のおそれ（厚労省資料より）
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• 必要な水道料金原価の見積もり不足のおそれ（厚労省資料より）
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（２）改革の方策（水道法の改正）

• 平成30年の通常国会に法案提出（水道法の一部を改正す
る法律案）る法律案）

→通常国会で成立せず、臨時国会へ持ち越し。

• 主な内容は、• 主な内容は、

①国、都道府県及び市町村による水道の基盤強化（広域
連携）への努力義務連携）への努力義務

②水道事業者による水道施設の適切な管理（維持修繕、
施設台帳の作成保管、計画的な更新、収支見通しの作成
公表等）

③官民連携の推進（公共施設等運営権（コンセッショ
ン）の導入）ン）の導入）
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（２－１）基盤強化（広域連携）
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（２－１）基盤強化（広域連携）

• 日本の水道は、水道法により、市町村による経営が原則

しかし、しかし、

• 小規模な市町村ほど人口減、施設老朽化、職員数減の問
題が深刻題が深刻

そこで、

• 複数の市町村が一緒になって水道事業に取り組み（広域• 複数の市町村が一緒になって水道事業に取り組み（広域
連携）、水道事業の基盤強化や適切な管理を図る。

ところが、 （厚労省資料より）ところが、
事業体（市町村）自
身が広域化検討の
契機を捉えられな契機を捉えられな
い状況にあることか
ら、広域化の足掛り
を与える推進役とし
て都道府県の積極て都道府県の積極
的な関与が望まれ
る。



（２－２）水道事業における官民連携の推進
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（２－２）水道事業における官民連携の推進

• 上下水道や公共施設の運営権を売却する民営化手法
（厚労省資料より）
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「水道事業における官民連携に関する手引き」（厚労省）より「水道事業における官民連携に関する手引き」（厚労省）より



（２－３）なぜ水道事業に施設運営権設定が必要か？
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（２－３）なぜ水道事業に施設運営権設定が必要か？

• 麻生太郎・副総理「例えばいま、世界中ほとんどの国で
はプライベートの会社が水道を運営しているが、日本ではプライベートの会社が水道を運営しているが、日本で
は自治省以外ではこの水道を扱うことはできません。し
かし水道の料金を回収する99.99％というようなシステかし水道の料金を回収する99.99％というようなシステ
ムを持っている国は日本の水道会社以外にありませんけ
れども、この水道は全て国営もしくは市営・町営ででき
ていて、こういったものをすべて、民営化します」

• 竹中平蔵・慶大名誉教授「公共施設等の運営権、コン
セッション方式は、建設業等インフラ関連企業や投資家セッション方式は、建設業等インフラ関連企業や投資家
にとって大きな新規のビジネスチャンスとなる成長戦略
の柱の一つである」の柱の一つである」

◎ ？？？誰のための施設運営権設定（コンセッション）
なのか？なのか？



２.そもそもPPP/PFIとはなにか？
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２.そもそもPPP/PFIとはなにか？
（１）言葉の意味

・PPP＝公共サービスの提供に民間が参画する手法を幅広・PPP＝公共サービスの提供に民間が参画する手法を幅広
くとらえた概念。民間資本やノウハウを活用し、効率化
や公共サービスの向上を目指す手法。や公共サービスの向上を目指す手法。

・PFI＝公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資
金、経営・技術能力を活用し、効率化やサービスの向上
を目指す手法。PPPの一種。を目指す手法。PPPの一種。

（国交省資料）（国交省資料）



（２）PPP/PFIの類型
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（２）PPP/PFIの類型（国交省資料より）
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（３）PFIの法的・経済的スキーム
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（３）PFIの法的・経済的スキーム（国交省資料より）
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VFM＝支払いに対するサービスの価値。VFMの最大化がPFI
の事業目的の一つ。
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⇨PFI方式が経済的に成り立つには、PFI固有の経費（提案経費、金
利、アドバイザリー費用、役員報酬、利益（配当）等の合計）以上
⇨

利、アドバイザリー費用、役員報酬、利益（配当）等の合計）以上
のコスト削減が必要。しかし、それは現実に可能なのか？



３.政府のPPP/PFI推進施策
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３.政府のPPP/PFI推進施策
（１）PFI法の概要（2018年以前）



（２）PPP/PFI推進施策と自治体への施策の押しつけ
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（２）PPP/PFI推進施策と自治体への施策の押しつけ
ア 政府「民間投資を呼び起こす成長戦略として、平成25
年度からの10年間で12兆円のPPP/PFI事業規模を達成」
（「PPP/PFI推進アクションプラン」（平成25年6月）後（「PPP/PFI推進アクションプラン」（平成25年6月）後
に目標額は21兆円に増加。）

イ 「公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進につい
て」（総務省/平成26年4月）て」（総務省/平成26年4月）
→インフラ老朽化への対応のため、自治体に対して固
定資産台帳及び公共施設等総合管理計画策定を要請。定資産台帳及び公共施設等総合管理計画策定を要請。

ウ 「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」
（総務省/平成26年4月）
→①民間施設による代替可能性を考慮した公共施設に→①民間施設による代替可能性を考慮した公共施設に
よる行政サービス水準の検討、②トータルコスト縮減・
平準化などに関する数値目標の設定、③PPP/PFIの積極
的な活用、に留意すること。的な活用、に留意すること。

◎ 各自治体は、平成28年度末までに公共施設等総合管理
計画を策定することに。



エ 「多様なPPP/PFI手法導入を優先的に検討するための
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エ 「多様なPPP/PFI手法導入を優先的に検討するための
指針」（内閣府/平成27年12月）

→自治体への「PPP/PFI優先的検討規程」の策定要請→自治体への「PPP/PFI優先的検討規程」の策定要請

・原則として、

①10億円以上の建設を伴う事業、①10億円以上の建設を伴う事業、

②単年度事業費が1億円以上の運営・維持管理事業は、

自ら事業を行う従来型の手法の検討よりも、PPP/PFI手自ら事業を行う従来型の手法の検討よりも、PPP/PFI手
法の導入が適切か否かの検討を優先して行うべき。

・「簡易な検討」を自治体自身で行い、PPP/PFIの方が
トータルコストが安い場合は、外部コンサルタントを起
用しなければならない。

・PPP/PFIを導入しない場合には、その旨及び評価の内容・PPP/PFIを導入しない場合には、その旨及び評価の内容
をインターネットで公表。

◎ 事実上、自治体の自主的・自律的判断がゆがめられる。◎ 事実上、自治体の自主的・自律的判断がゆがめられる。



オ 「PPP/PFI推進アクションプラン」（平成30年改訂
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オ 「PPP/PFI推進アクションプラン」（平成30年改訂
版）－「公的不動産における官民連携の推進」

【方針】「低未利用の公的不動産を有効活用することで、【方針】「低未利用の公的不動産を有効活用することで、
まちの賑わいを官民連携で創出し、地域の「価値」や住
民満足度をより高めるとともに、新たな投資やビジネス
機会を創出することが重要であり、以下の具体的取組に機会を創出することが重要であり、以下の具体的取組に
より公的不動産における官民連携の推進を図る。」

【具体的取組】「地方公共団体における公共施設等総合【具体的取組】「地方公共団体における公共施設等総合
管理計画及び固定資産台帳の整備・公表を引き続き進め
ることにより、公的不動産の活用への民間事業者の参画
を促す環境の整備を進める。総合管理計画については、を促す環境の整備を進める。総合管理計画については、
個別施設計画の内容等を反映させるなど、不断の見直し
を促し、充実を図る。<総務省＞」

◎ 公共施設等総合管理計画及び固定資産台帳の整備・公
表の真の目的は、インフラ老朽化対応ではなく、ビジネ
ス機会の創出であったのか？ス機会の創出であったのか？



４.2018年PFI法改正
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４.2018年PFI法改正

• 水道法改正案24条の4は、水道事業への施設運営権設定
を可能にするだけであり、強制しない。あくまで自治体を可能にするだけであり、強制しない。あくまで自治体
の判断。しかし、政府のPPP/PFI推進施策によって、自
治体の判断がゆがめられる可能性も。治体の判断がゆがめられる可能性も。
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• 公共施設等の管理者及び民間事業者に対する国の支援機• 公共施設等の管理者及び民間事業者に対する国の支援機
能の強化等

・ 公共施設等の管理者等（自治体等）やPPP/PFI事業を行・ 公共施設等の管理者等（自治体等）やPPP/PFI事業を行
い又は行おうとする民間事業者は、内閣総理大臣に対し、
PPP/PFI事業に関する国等の支援措置の内容やPPP/PFI事PPP/PFI事業に関する国等の支援措置の内容やPPP/PFI事
業に関する規制法等について問い合わせることができ、
問い合わせを受けた内閣総理大臣は、問い合わせに対す
る回答を行い、さらに必要があれば助言も行うことがでる回答を行い、さらに必要があれば助言も行うことがで
きる（改正後15条の2）

→PPP/PFI事業においても「森友・加計問題」が生じる？→PPP/PFI事業においても「森友・加計問題」が生じる？

◎ 特定の民間事業者への誘導や、地方公共団体の判断
への介入を疑われることのないよう、適正かつ公正な運への介入を疑われることのないよう、適正かつ公正な運
用が必要（参議院付帯決議案より）。



５．自治体に何が起こるのか？
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５．自治体に何が起こるのか？

（１）東京都における下水道事業コンセッションの検討

（日経新聞より）
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「見える化改革 報告書『下水道事業』 （抜粋版） 」（東京都下水道局/平成29年12月）より「見える化改革 報告書『下水道事業』 （抜粋版） 」（東京都下水道局/平成29年12月）より



（２）浜松市の下水道コンセッション
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（２）浜松市の下水道コンセッション

浜松市HPより浜松市HPより



【概要】
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【概要】

・ 平成28年5月公募開始。ヴェオリア・JFEエンジニアリン
グ・オリックス・東急建設・須山建設のグループを事業者とグ・オリックス・東急建設・須山建設のグループを事業者と
して選定。平成29年10月に同グループが設立した浜松ウォー
ターシンフォニー株式会社（事業者）と公共施設等運営権実
施契約を締結。施契約を締結。

・ 20年間で約86億円のコスト縮減効果（事業者提案に基づく
見込み額）。見込み額）。

・ 下水道料金の総額は変更なし（他の処理区と同額）。市が
一括して徴収し、利用料金部分を事業者に支払う（47条）。

・ 実施後の料金額変更は、市と事業者の協議を経て、条例
（議会の議決）で決定（46条）。事業者の裁量による変更は
不可。不可。

・ モニタリング（事業者、市及び第三者機関が実施）（57条
及び58条）

・ 秘密保持義務（96条）と情報公開（95条）の関係。



６．ヨーロッパ・英国でのPPP/PFIの評価
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６．ヨーロッパ・英国でのPPP/PFIの評価

• 経営の効率化？→水道料金の値上げも

・役員報酬、配当、グループ会社への独占的発注（割高な・役員報酬、配当、グループ会社への独占的発注（割高な
外注費）、過剰設備投資（ダウンサイジングがなされな
い）い）

イングランド・
ウェールズの水道ウェールズの水道
料金
（（公社）日本水
道協会（2014）
「平成26年度国際
研修『イギリス水
道事業研修』研修
報告」より）
＊2000年の不自然
な値下げに注目！な値下げに注目！



水道事業からの配当・利払い
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水道事業からの配当・利払い

・イングランドの水道事業では、年間約1812.92百万ポンド（約2719・イングランドの水道事業では、年間約1812.92百万ポンド（約2719
億3800万円）の配当金が投資家に支払われ、約1464.98百万ポンド
（約2197億4700万円）の利息が金融機関に支払われている。
・再公営化した場合、1世帯当たりの水道料金が年間111.27ポンド・再公営化した場合、1世帯当たりの水道料金が年間111.27ポンド
（約1万6690円）節約できるとの試算も。
“Bringing water into public ownership: costs and benefits”, Kate Bayliss and David Hall (2017)より



• 責任ある供給者不在
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• 責任ある供給者不在

・長期契約で公共の関与が希薄化

・知識経験のある人材確保が困難に（特に公共）・知識経験のある人材確保が困難に（特に公共）

・災害時の広域連携が困難に

・事業者の倒産リスク・事業者の倒産リスク



英国会計検査院（NAO）の報告書（2018年1月）
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英国会計検査院（NAO）の報告書（2018年1月）

• PFIでは、公共による資金調達よりも2から4%（一部では5%
も）資金調達コストが高く、さらに多額の付加的な費用（資も）資金調達コストが高く、さらに多額の付加的な費用（資
金調達のアレンジメント・フィーが元本の1%程度、マネージ
メント・フィーが事業総額の1～2%程度など。）がかかる。

• 公共部門にとっては、25年から30年という長期スパンでは• 公共部門にとっては、25年から30年という長期スパンでは
費用がかさむとしても、短期又は中期的（5年程度）で見る
と負債を圧縮できるので魅力的である。このため公共部門の
意思決定がPFIに好意的になり、PFI事業を進めるために、意思決定がPFIに好意的になり、PFI事業を進めるために、
VFM評価が甘くなる。

• 英国財務省はPFIのメリットとして、事業リスクを民間に移• 英国財務省はPFIのメリットとして、事業リスクを民間に移
転できること、長期的なランニングコストが軽減されること、
を挙げていた。しかし、実際にはこれらは概ね実現されず、
PFI事業は開始時には予見していなかったコストをカバーすPFI事業は開始時には予見していなかったコストをカバーす
るために高くついた。

• 英国でのPFIのピークは金融危機直前の2007年から2008年
（86億ポンド）であり、その後急速に減少。現在では1990年（86億ポンド）であり、その後急速に減少。現在では1990年
初頭（PFIが始まった頃）よりも案件の額が少ない。



英国におけるPFI（PF2）の活用停止（2018年10月）
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英国におけるPFI（PF2）の活用停止（2018年10月）

• 2018年6月20日、House of Commonsの公会計委員会報告書
①PFIの導入から25年以上が経過しても財務省が主張するメ①PFIの導入から25年以上が経過しても財務省が主張するメ
リットが存在するのかについて、データが得られない。

②投資家の中にはPFI案件から巨額の利益を得ている者がお
り、省庁は民間に転嫁したリスクと比較して過大な対価をり、省庁は民間に転嫁したリスクと比較して過大な対価を
支払わされている。

③財務省及びInfrastructure and Projects Authority
（IPA)は、個別のPFI案件が自治体の予算に与える影響を（IPA)は、個別のPFI案件が自治体の予算に与える影響を
特定し又は解決するために十分なことを行っていない。

④財務省がPFI（PF2）を政府債務統計から除外し続けようと
することによって、納税者の利益が損なわれてきた。することによって、納税者の利益が損なわれてきた。

⑤PF2はほとんど活用されておらず、IPAはどのような場合に
PFI（PF2）を活用することが適切であるか示していない。

• 英国財務省は、この公会計委員会の報告書を受け、2018年10• 英国財務省は、この公会計委員会の報告書を受け、2018年10
月29日、今後はPFI(PF2）を活用しないこと、ただし既存の
PFI/PF2案件については事業を継続することを発表した。
→25年の試行錯誤の末、PFIという仕組みによって公共サー→25年の試行錯誤の末、PFIという仕組みによって公共サー
ビスを提供することが断念された。
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英国における民営化・ PFIの背景
• 経済成長率低下、税収減少、財政赤字の悪化、IMFの融資を
受ける状況（「英国病」）受ける状況（「英国病」）

• サッチャー政権による新自由主義に基づく小さな政府路線と
経済再生政策
→水道、電気、鉄道など公共サービスの民営化。続くメー→水道、電気、鉄道など公共サービスの民営化。続くメー
ジャー政権でPFI導入

• 資金調達コストが高くなる、リスクの適切な移転は困難であ
る、サービス効率の向上は見込めないといった、現在顕在化る、サービス効率の向上は見込めないといった、現在顕在化
しているPFIの問題点については既に指摘がなされていた。
しかし、「財政難のため他に選択肢がない」という主張に対
抗することが困難だった（David Hall教授）抗することが困難だった（David Hall教授）

• 続く労働党政権でもPFI路線継続。財政規律の下で短期間に
多くのインフラ整備を必要とした政権にとっては仕方がな
かった一方で、財政規律を潜脱するためにPFIを用いても実かった一方で、財政規律を潜脱するためにPFIを用いても実
際の財政状況は変わらない。労働党政権は、「金融屋」に取
り込まれた結果としてPFIを拡大した（UNISON・Sampson 
Low氏ら）。Low氏ら）。
→日本でも同様の議論が生じた場合に注意が必要ではないか。



７．公共サービスの再公営化が世界の潮流に

38

７．公共サービスの再公営化が世界の潮流に
・パリ市水道、バルセロナ市水道、アトランタ市水道を始
め、267の水道事業が再公営化め、267の水道事業が再公営化

・ゴミ処理（38）、エネルギー（311）、交通（38）、教
育（11）など、世界で835の公共サービス再公営化事例育（11）など、世界で835の公共サービス再公営化事例
が存在

• アウトソーシングしたサービスの再公営化により自治体の支• アウトソーシングしたサービスの再公営化により自治体の支
出削減を実現

・パリ市では2010年に水道事業を再公営化し、直ちに4000・パリ市では2010年に水道事業を再公営化し、直ちに4000
万ユーロ（約52億円）の支出削減

• 事業の透明性も向上

・パリ水道オブザーバトリー（水道利用者代表による情報
共有と議論）
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ヨーロッパにおける水道再公営化の事例

• パリ市水道
◎1985年からコンセッション方式による民営化◎1985年からコンセッション方式による民営化
（25年契約）

→不透明な経営。市議会による監督が効かない→不透明な経営。市議会による監督が効かない
（営業秘密の壁、市に専門職がいない）。営業
利益のごまかし（実際には15～20%の利益があっ利益のごまかし（実際には15～20%の利益があっ
たが7%と過少申告）。

→2010年に再公営化（契約を継続せず、パリ市が→2010年に再公営化（契約を継続せず、パリ市が
保有するオー・ド・パリ社が事業引き継ぎ）

→組織の簡略化・最適化。株主配当・役員報酬廃→組織の簡略化・最適化。株主配当・役員報酬廃
止（不要）。収益の親会社への還元不要。

→民営時代より4000万ユーロの経費節減。水道料
金8%引き下げ（2011年）。金8%引き下げ（2011年）。
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ヨーロッパにおける水道再公営化の事例

• ニース都市圏水道
◎ニース市水道は市水道設立当初（1864年）から民営◎ニース市水道は市水道設立当初（1864年）から民営
（ヴェオリア）。周辺自治体もそれぞれ民間企業と契約。

→2010年の法改正で主要都市を中心とする「都市圏」の形→2010年の法改正で主要都市を中心とする「都市圏」の形
成、公共サービスの統一・広域化が可能に。2012年、
ニース・コート・ダジュール都市圏設立。

→都市圏の80%を占める山間部（アルプス）とニース市な→都市圏の80%を占める山間部（アルプス）とニース市な
どの地中海沿岸部といった地理的多様性。

→民間企業では都市圏全体の公共サービスを提供できない。→民間企業では都市圏全体の公共サービスを提供できない。
都市圏全体の連帯に貢献できない。

→2013年、公営化を市議会で決議。公営水道会社「オ・
デ・アシュール」設立。都市圏内49の自治体のうち33デ・アシュール」設立。都市圏内49の自治体のうち33
（人口の80%）が参加。

→水道料金は変わらず、水道システムへの投資額が2倍に。→水道料金は変わらず、水道システムへの投資額が2倍に。
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ヨーロッパにおける水道再公営化の事例

• ベルリン市水道•
◎1999年、ベルリンの水道事業を運営する水道公
社（Berliner Wasserbetriebe：BWB)の持株会社
（Berlinwasser Holding：BWH）の株式の49.9%（Berlinwasser Holding：BWH）の株式の49.9%
が民間企業（RWEとヴェオリア）に売却。

→市と民間企業の間で、8%の株主資本利益率→市と民間企業の間で、8%の株主資本利益率
（ROE)を保証する契約締結。しかし、契約内容
は市民に開示されず。は市民に開示されず。

→民間企業への利益保証のため、設備投資不足と
料金高騰。契約内容の開示を求める住民投票。料金高騰。契約内容の開示を求める住民投票。

→2012年から2013年にかけて株式の買い戻し。し
かし、市は13億ユーロを負担。30年間の水道料かし、市は13億ユーロを負担。30年間の水道料
金に上乗せ。
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（トランスナショナル研究所（TNI)「公共サービスを取り戻す」より）
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おわりに－地域でできること－

• 「公の施設」の意味を真剣に考える

・公共であった方が良いのか、そうでなくともよいのか・公共であった方が良いのか、そうでなくともよいのか

・なぜ公共サービスとされているのか

• 公共サービスの負担の在り方、サービスレベルについて、• 公共サービスの負担の在り方、サービスレベルについて、
民主的に議論する

・増加する費用を皆で負担するのか、ダウンサイズするの・増加する費用を皆で負担するのか、ダウンサイズするの
か

・どちらが「将来世代の負担軽減」になるのか

• 地域の自主的・自律的判断を歪める制度を導入しない

・自分の自治体では「PPP/PFI優先的検討規程」を導入し
ているか？ているか？

・地域の議員、行政と議論（世界の再公営化の潮流など）


